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Construction Cost on Basic Stable Power Supply System in Renewable Energy (3)
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第 1 の 方 法 は， 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁・NEF
（2013）の「時点修正率算定手法」の「添付資









































1 　電気関係（水車，発電機，電気設備） 52.0 
水車 （44.1） 3011021 タービン
発電機 （20.4） 3211011 発電機器
電気設備 （35.5） 推計方法2.1
2 　発電所建物工事費 3.9 推計方法2.2
3 　機械装置・基礎工事費 2.9 推計方法2.2
4 　機械装置・諸装置工事 1.3 推計方法2.2
5 　土木（水路貯水池） 39.9 推計方法2.3
合計 1.5億円
図表注： 図表 3 の作成資料と資源エネルギー庁・NEF（2013）の電気関係の構成比を利用して作成。同書に掲載される材料・労務
比率は図表13にて考慮する。なお，本図表中のカッコ内の値は，「1 電気関係」の構成比である。





























水車 （44.1） 3011021 タービン
発電機 （20.4） 3211011 発電機器
電気設備 （35.5） 推計方法2.1
1b　電気関係の付加価値 10.4 推計方法7.1
2 　発電所建物工事費 3.9 推計方法2.2
3 　機械装置・基礎工事費 2.9 推計方法2.2
4 　機械装置・諸装置工事 1.3 推計方法2.2







水車 （44.1） 3011021 タービン
発電機 （20.4） 3211011 発電機器
電気設備 （35.5） 推計方法2.1
1b　電気関係の付加価値 26.7 推計方法7.1
2 　発電所建物工事費 3.9 推計方法2.2
3 　機械装置・基礎工事費 2.9 推計方法2.2
4 　機械装置・諸装置工事 1.3 推計方法2.2




























に，（ 1 ）から（ 3 ）に区分して，具体的な手順を
示す。
（ 1 ）40Mwのシングルフラッシュの作成作業
は，（ 1 .①）から（ 1 .④）に区分する。






























9 本掘削， 2 本は事前調査から転用。
合計11本










生産井基地 750ｍを 3 本 750ｍを 2 本
還元井基地 500ｍを 2 本 500ｍを 1 本
蒸気輸送管














番号 項目 シェア（％） シェア（％） 産業部門コード，産業部門名，推計方法
1
事前調査
小口径 5.6 6.2 推計方法3.1
2 調査井（生産井） 5.8 6.3 推計方法3.1
3 還元井 1.9 2.1 推計方法3.1
4 重力調査 0.1 0.1 8519031 土木建築サービス
5 時期探査 0.2 0.2 8519031 土木建築サービス
6 環境調査 0.1 0.1 8519031 土木建築サービス
7 噴出試験 0.4 0.5 8519031 土木建築サービス
8
井戸・蒸気管関連建設掘削
生産井 13.1 11.1 推計方法3.1
9 還元井 11.6 10.5 推計方法3.1
10
土木関係
用地取得 － － －
11 用地造成 1.0 0.8 推計方法3.4
12 基礎 0.6 0.5 推計方法3.4
13
基地間道路
生産井基地 2.5 1.8 4131011 道路関係公共事業
14 還元井基地 1.1 0.6 4131011 道路関係公共事業
15
蒸気輸送管
生産井分 17.7 16.3 推計方法3.2
16 還元井分 4.5 4.2 推計方法3.3
17
発電設備
建物 発電所建屋 1.4 2.3 推計方法3.4
18
構築物
基礎 5.4 6.1 推計方法3.4
19 冷却塔 6.2 7.1 3013011 冷却棟・温湿調整装置
20 原水タンク 0.7 0.7 2899021 金属製容器・製缶板金製品
21
プラント
タービン 4.3 5.2 3011021 タービン
22 発電機 2.6 2.8 3211011 発電機器
23 復水器 2.9 3.1 3019011 ポンプ及び圧縮機
24 変圧器・計測装置 5.3 5.8 3211021 変圧器・変成器
3231011 電気計測器
25 付属設備 4.9 5.6 推計方法3.4










トを作成。なお，建設投資合計（ 1 ）は，「1：小口径」から「25：付帯設備」までの項目を合計した値，建設投資合計（ 2 ）
は，（ 1 ）に土地代のみを加えた値である。そして，建設投資合計（ 3 ）は，図表中の「26：その他」として，発電設備の単
価（20万円/kw）に発電容量をかけて計算される値と，「17：発電所建屋」から「25：付帯設備」の積み上げ合計の差額を
計算し，建設投資合計（ 1 ）に加えた値である。最後に，建設投資合計（ 4 ）は，（ 1 ）に土地代と「26：その他」を加えた値
である。建設投資単価の区分も建設投資合計の区分に対応している。なお，建中利子等は考慮していない。
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とから，その投資合計値を確認する。
（ 2 ）（ 1 .④）において，（ 1 .③）で計測した発
電設備部分を安達（2011）のダブルフラッシュ
（50Mw）に変更する。
（ 3 ）（ 1 .④）で計測した40Mwのシングルフ
ラッシュ方式の投資合計値について，図表 7 で



























































































































1 調査費 6,000 6,000
2 土地購入費 600 600
3 坑井費 掘削 38,250 38,250
破砕 13,760 13,760
4 輸送管 10,000 10,000
5 建物 1,000 1,200
6 発電プラント 30,000 33,000
7 注入ポンプ 2,000 2,000
8 水路・貯水池 2,000 2,000
9 建中利子 15,773 15,981
10 その他 5,307 5,431
合計 124,690 128,222
建設単価（万円/kw） 62.0 53.4
図表注： 堀（1991）の表 2 （p.69）より，高温岩体発電方式におけるシングルフラッシュ方式とダブルフラッシュ方式の費用構成
を抽出。同一の生産井でシングルフラッシュ方式とダブルフラッシュ方式で発電する時の発電設備の相違を検討するため
に参照。















小口径 5.6 5.4 推計方法3.1
2 調査井（生産井） 5.8 5.5 推計方法3.1
3 還元井 1.9 1.8 推計方法3.1
4 重力調査 0.1 0.1 8519031 土木建築サービス
5 時期探査 0.2 0.2 8519031 土木建築サービス
6 環境調査 0.1 0.1 8519031 土木建築サービス
7 噴出試験 0.4 0.4 8519031 土木建築サービス
8
井戸・蒸気管関連建設掘削
生産井 13.1 12.5 推計方法3.1
9 還元井 11.6 11.1 推計方法3.1
10
土木関係
用地取得 － － －
11 用地造成 1.0 1.0 推計方法3.4
12 基礎 0.6 0.6 推計方法3.4
13
基地間道路
生産井基地 2.5 2.4 4131011 道路関係公共事業
14 還元井基地 1.1 1.1 4131011 道路関係公共事業
15
蒸気輸送管
生産井分 17.7 16.9 推計方法3.2
16 還元井分 4.5 4.3 推計方法3.3
17
発電設備
建物 発電所建屋 1.4 1.6 推計方法3.4
18
構築物
基礎 5.4 6.2 推計方法3.4
19 冷却塔 6.2 7.1 3013011 冷却棟・温湿調整装置
20 原水タンク 0.7 0.8 2899021 金属製容器・製缶板金製品
21
プラント
タービン 4.3 4.5 3011021 タービン
22 発電機 2.6 2.7 3211011 発電機器
23 復水器 2.9 3.0 3019011 ポンプ及び圧縮機
24 変圧器・計測装置 5.3 5.5 3211021 変圧器・変成器
3231011 電気計測器
25 付属設備 4.9 5.1 推計方法3.4





建設投資単価（万円/kw）（1） 49.6 43.3 
建設投資単価（万円/kw）（2） 51.6 45.0 
建設投資単価（万円/kw）（3） 52.9 47.4 
建設投資単価（万円/kw）（4） 54.9 49.1 
図表注： 図表 5 とその作成資料，堀（1991），および本稿で述べた作成手順により作成。建設投資合計と建設投資単価の（ 1 ）から
（ 4 ）の区分は，図表16と同様である。なお，建中利子等は考慮していない。
































































考ケースとしている。また，推計 2 ，推計 3 ，
および推計 4 は2013年 4 月までの公開情報にて
考察している。






つ ぎ に， 推 計 2 は， 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁・
NEF（2013）から電気関係の構成比を推計し
て利用したケース，推計 3 は，推計 2 に資源エ
ネルギー庁・NEF（2013）の労務比率・材料
比率を加味して推計したケース，そして，推計
4 は，推計 2 に産業連関表の粗付加価値率を考
24）産業部門分類は，国立環境研究所地球環境研究センター
『3EID』と整合性を保っている。
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図表19　小水力発電の建設投資コストの構成
上位10部門 　推計 1 ：図表 3 ：参考ケース　（％） 　　　推計 2 ：図表12　　　　　（％）
1 開閉制御装置及び配電盤 30.8 タービン 25.0
2 回転電気機械 12.2 開閉制御装置及び配電盤 15.3
3 卸売 12.1 卸売 12.5
4 土木建築サービス 5.7 回転電気機械 11.5
5 タービン 4.3 土木建築サービス 5.7
6 配線器具 3.0 建設用金属製品 2.6
7 電気計測器 2.8 道路貨物輸送（除自家輸送） 2.1
8 建設用金属製品 2.6 セメント製品 2.0
9 その他の産業用電気機器 2.5 配線器具 1.5





上位10部門 　　　　推計 3 ：図表13　　　　（％） 　　　推計 4 ：図表14　　　　　（％）
1 タービン 20.0 タービン 12.2
2 開閉制御装置及び配電盤 12.2 卸売 7.5
3 卸売 10.6 開閉制御装置及び配電盤 7.4
4 回転電気機械 9.2 土木建築サービス 5.7
5 土木建築サービス 5.7 回転電気機械 5.6
6 建設用金属製品 2.6 建設用金属製品 2.6
7 セメント製品 2.0 セメント製品 2.0
8 道路貨物輸送（除自家輸送） 2.0 道路貨物輸送（除自家輸送） 1.7
9 金融 1.5 金融 1.5






の粗付加価値率を示している。推計 1 ：図表 3 は資源エネルギー庁・NEF（2013）が公表される以前の公開情報を組み合
わせて推計したケース，推計 2 ：図表12は資源エネルギー庁・NEF（2013）から電気関係の構成比を推計したケース，推
計 3 ：図表13は，資源エネルギー庁・NEF（2013）の電気関係の構成比と労務比率から推計したケース，そして，推計 4 ：









　　　　 図表11：20Mw （％） 　　図表18：50Mw （％）
1 卸売 12.1 卸売 26.5
2 タービン 10.5 鋼管 21.1
3 冷凍機・温湿調整装置 10.4 鋳鍛鋼 20.0
4 電気計測器 8.1 冷凍機・温湿調整装置 18.1
5 変圧器・変成器 5.6 建設用金属製品 16.9
6 建設用金属製品 5.4 タービン 12.5
7 ポンプ及び圧縮機 5.2 電線・ケーブル 11.6
8 土木建築サービス 4.8 電気計測器 9.3
9 鋳鍛鋼 4.6 土木建築サービス 9.2














　　　図表18：60Mw （％） 　　　　　 図表 6 ：50kw （％）
1 卸売 28.3 開閉制御装置及び配電盤 51.4
2 冷凍機・温湿調整装置 21.7 卸売 19.3
3 鋼管 21.1 電気照明器具 14.0
4 鋳鍛鋼 20.0 土木建築サービス 8.9
5 建設用金属製品 17.5 ポンプ及び圧縮機 6.8
6 タービン 13.8 運搬機械 6.2
7 電線・ケーブル 12.0 配線器具 5.0
8 電気計測器 10.2 電気計測器 4.6
9 土木建築サービス 9.4 その他の産業用電気機器 4.1


















リー方式も含めて，2013年 4 月時点の公開情報から計測している。また，ドライスチームの建設投資総額の（ 1 ）と（ 3 ）の
値が同一となっている理由は，本文脚注26に述べている。すべての発電設備において，建中利子は考慮していない。



























































































































・海江田秀志・堀義直（2003）「第 2 章 高温岩体発電の
開発」『電中研レビュー（Denken Review）：未利用
地熱資源の開発に向けて』No.49 pp.19-24。
